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平成２９年度東京二十三区清掃一部事務組合一般会計予算は、平成２９年２月２７日（月

曜日）に開催された、平成２９年第１回東京二十三区清掃一部事務組合議会定例会で可決さ

れました。 

平成２９年度予算は、「一般廃棄物処理基本計画」の着実な実施と、これまで培った技術や

英知を結集し、前例にとらわれない創意工夫により新たな課題に果敢に取り組んでいくこと

を基本に編成しました。 

その結果、予算総額は７３５億５，５００万円で、前年度当初予算と比較して４２億９，

９００万円、６．２％の増となりました（図１のとおり）。 

これは、清掃工場の建設等に要する経費である「施設整備費」が大幅な増となったことな

どによるものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

歳 入  

歳入予算においては、「特別区分担金」が、財政調整基金の活用などの財源対策を図ったう

えで、経営計画に沿った３３４億円、前年度に対して１９億５，０００万円、６．２％の増

となりました。 

清掃一組だより 
東京二十三区清掃一部事務組合は、 

循環型社会の形成を目指しています。 
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特定財源においては、「廃棄物処理手数料」が持込ごみ量の増により、前年度に対して１億

６，９００万円、１．１％の増となりました。 

また、「国庫支出金」は、清掃工場の建替工事に対する循環型社会形成推進交付金で、建替

工事２年目となる光が丘清掃工場分の増があるものの、最終年度となる杉並清掃工場分で大

きく減となったことなどにより、前年度に対して２９億４，３００万円、５９．５％の大幅

な減、「組合債」は杉並清掃工場分のほか、光が丘清掃工場建替工事の進捗などにより、前年

度に対して３０億９,５００万円、５７．９％の大幅な増となりました。 

歳 出  

歳出予算においては、清掃工場の建設等に要する経費である「施設整備費」が、前年度に

対して４６億４，０００万円、３３．１％の増となりました。これは、杉並清掃工場建替工

事が最終年度となり減となるものの、光が丘清掃工場建替工事の進捗や新たに目黒清掃工場

建替工事に着工すること、そして、有明清掃工場の延命化工事に着手することなどによるも

のです。その他、清掃工場の機能の維持及び向上を図る改修経費や、不燃・粗大ごみ処理施

設の建設に向けた調査等の経費を計上しました。 

なお、「施設整備費」の概要は表１のとおりです。 

清掃工場等の運営及び維持管理に要する経費である「清掃費」は、ごみ焼却主灰をセメン

ト原料として活用する事業の規模拡大や、清掃工場の更なる予防保全の取組として、主要プ

ラント設備であるボイラ設備水管部分の広範囲にわたる取替工事の実施などにより、前年度

に対して１億３００万円、０．２％の増となりました。 

また、組合債の償還等に要する経費である「公債費」は、定時償還の進捗により、前年度

に対して４億８，６００万円、１３．５％の減となりました。 

 

 

◎総務部財政課   電話（６２３８）０６８０ 
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平成２９年３月７日（火曜日）、平成２８年度第３回「区民

との意見交換会」を東京区政会館会議室で開催しました。 

今回は、「平成２９年度予算のあらまし」「清掃一組の放射能

対策について」をテーマに、区民の皆様１５名の参加がありま

した。 

「平成２９年度予算のあらまし」では、予算編成の基本方針、歳入歳出予算の概要、主な

特色項目などについて、また、「清掃一組の放射能対策について」では、これまでの経緯、放

射性物質汚染対処特措法、放射能・放射線の測定、今後の測定などについて説明しました。 

今後とも「区民との意見交換会」やホームページなどを通じ、一般廃棄物の中間処理に係

る事業について情報発信を丁寧に行い、区民の皆様との更なる信頼関係の構築に努めてまい

ります。 

※平成２９年度予算、清掃一組の放射能対策、区民との意見交換会に関する詳しい内容は、清掃一組ホ

ームページに掲載しています。 

※次回の意見交換会は、平成２９年６月に開催する予定です。 

◎総務部企画室   電話（６２３８）０６２４ 

 
 
 
 
◆平成２８年第２回臨時会（平成２８年１２月１９日開催）  

○議案 

番号 件     名 概   要 結果 

議案 

30 

東京二十三区清掃一部事務組合職員

の給与に関する条例の一部を改正す

る条例 

平成28年特別区人事委員会勧告を踏まえ、職

員の給料表及び勤勉手当の支給月数を改定す

る。 

可決 

◆平成２８年第４回定例会（平成２８年１２月２７日開催）  

○議案 

番号 件     名 概   要 結果 

議案 

31 

東京二十三区清掃一部事務組合職員

の退職手当に関する条例の一部を改

正する条例 

雇用保険法の改正に伴い、規定の整備を図る。 可決 

議案 

32 

北清掃工場焼却炉補修及びその他整

備工事請負契約の締結について 

焼却炉補修及びその他整備工事 

契約金額               4億7,844万円 

相手方 三菱重工環境・化学エンジニアリン

グ株式会社 

可決 

議案 

33 

渋谷清掃工場焼却炉補修及びその他

整備工事請負契約の締結について 

焼却炉補修及びその他整備工事 

契約金額               5億6,700万円 

相手方 荏原環境プラント株式会社 

可決 

東京二十三区清掃一部事務組合議会報告 

平成２８年度第３回区民との意見交換会を開催しました 

意見交換会の様子 
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議案 

34 

新江東清掃工場焼却炉補修及びその

他整備工事請負契約の締結について 

焼却炉補修及びその他整備工事 

契約金額               6億4,800万円 

相手方 株式会社タクマ 

可決 

議案 

35 

光が丘清掃工場建替工事請負契約の

契約変更について 

アスベスト対策の実施に伴う契約金額の変更 

変更前契約金額       335億8,800万円 

変更後契約金額     343億6,560万円 

増減額          7億7,760万円増 

相手方 タクマ・鴻池特定建設工事共同企業体 

可決 

 
◆平成２９年第１回定例会（平成２９年２月２７日開催）  

○議案 

番号 件     名 概   要 結果 

議案 

1 

平成 28 年度東京二十三区清掃一部事

務組合一般会計補正予算（第 1号） 

補正予算額       34億8,100万円 

補正後予算額      727億3,700万円 
可決 

議案 

2 

平成 29 年度東京二十三区清掃一部事

務組合一般会計予算 

予算額         735億5,500万円 

対前年度比較       42億9,900万円増 
可決 

議案 

3 

平成 29 年度東京二十三区清掃一部事

務組合経費分担金について 

特別区分担金額     334億0,000万円 

対前年度比較      19億5,000万円増 
可決 

議案 

4 

東京二十三区清掃一部事務組合個人

情報の保護に関する条例の一部を改

正する条例 

番号法の改正に伴い、個人情報の保護に関す

る条例における番号法の引用条項を改める。 
可決 

議案 

5 

東京二十三区清掃一部事務組合職員

の勤務時間、休日、休暇等に関する

条例の一部を改正する条例 

育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行

う労働者の福祉に関する法律の改正に伴い、

職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例

の規定の整備を図る。 

可決 

議案 

6 

東京二十三区清掃一部事務組合職員

の配偶者同行休業に関する条例の一

部を改正する条例 

配偶者同行休業の期間の再度の延長ができる

特別の事情について定める。 
可決 

議案 

7 

東京二十三区清掃一部事務組合職員

の育児休業等に関する条例の一部を

改正する条例 

地方公務員の育児休業等に関する法律の改正

に伴い、職員の育児休業等に関する条例の整

備を図る。 

可決 

議案 

8 

東京二十三区清掃一部事務組合常勤

副管理者の給料等に関する条例の一

部を改正する条例 

関係特別区が組織する他の一部事務組合の常

勤副管理者の給料等との均衡を図るため、給

料月額及び期末手当の支給月額を改定する。 

可決 

議案 

9 

東京二十三区清掃一部事務組合廃棄

物処理条例の一部を改正する条例 

運搬施設を利用する者に係る廃棄物処理手数

料を改定する。 
可決 

○報告 

番号 件  名 概   要 

報告 

1 

杉並清掃工場建替工事請負契約の契

約変更について 

土壌汚染対策の実施に伴う契約金額の変更 

変更前契約額     282億8,470万0,800円 

変更後契約額     283億5,465万2,400円 

増減額             6,995万1,600円増 

相手方 日立造船・奥村組特定建設工事共同企業体 

 
◎議会事務局 電話（５２１０）９７２９ 

平成 28 年度 第 129 号 

印 刷 物 登 録 


